




The Impact of the Population Size of Foreign Residents on the Formation of
Administrative Organizations that Have in Charge of Responsible
for the Multicultural Symbiosis Policies of Local Governments若 山 将 実要旨１９９０年代初頭以降に急増した外国人住民への支援を主な内容とする多文化共生政策が地方自治体によって各地で展開されてきた。しかし，多くの自治体では多文化共生政策の総合調整的な役割を果たす内部組織が存在しないため，外国人住民に適切な支援が充分に展開できていないことが指摘されている。本稿は関東，北陸・甲信，そして東海地方の自治体における多文化共生政策を担当する組織の有無を調査し，その分布を視覚的に描くことで自治体の外国人住民人口比率や人口数とどのような関係にあるかを検証した。キーワード：地方自治体（Local Government）／行政組織（Administrative organization）／多文化共生政策（Multicultural Symbiosis Policies）／外国人住民比率（Foreign residents ratio）







































た例外的な自治体も数多く存在することは指摘しておくべきだろう。最後に，統計分析（クロス集計表分析）を行うことで，多文化共生政策を担当する行政組織（課・係）の有無と外国人住民人口比率との関係を検証する１１。表１（クロス集計：地方自治体数）と表２（クロス集計：行比率）は，本稿で対象とした全地方の地方自治体（６９２自治体）における外国人住民比率と多文化共生政策を担当する行政組織（課・係）の有無との関係をみたものである。それによると，外国人住民比率が８％以上の自治体を除けば担当の行政組織がない自治体が多数を占めているものの，外国人住民人口比率が高くなるほど，有意に多文化共生政策を担当する行政組織（課・係）が存在する自治体が増加していることがわかる。地図上で視覚的にも関係できるだけでなく，統計的にも外国人住民人口の比率の高さが，当該の地方自治体の組織編成に確かに関係しているのである。Ⅲ 結論本稿は関東，北陸・甲信，そして東海地方の基礎自治体（市区町村）を事例にして多文化共生政策を担当する行政組織（課・係）の有無を調査した。それについてGISソフトを使用して地図上に視覚的に描くことにより，多文化共生政策を展開するにあたり総合調整的な役割を果たす行政組織の存在が自治体の外国人住民人口比率や人口数とどのような関係にあるかを検証した。検証の結果，確かに外国人住民比率や人口数と地方自治体の多文化共生政策を担当する組織の有無との間にはプラスの関係があるが，例外も数多くみられることがわかった。外国人住民人口比率や人口数が地方自治体における多文化共生政策を担当する組織（課・係）の設置に影響しない事例も存在するという本稿の検証結果は，地方自治体の組織編成に影響する他の要因についても考慮する必要があることを示している。例えば，地方自治体の首長の意向が地方自治体の組織編成に影響している可能性がある。先行研究においては，地方自治体の組織変革には首長の政治的動機が反映している可能性が挙げられている（加藤，２０１６；宋，２０１９）。政策を効果的表１．クロス集計：地方自治体数多文化共生担当課・係の有無その他 係 課 計外国人住民人口比率（％） x ＜２％ ３４２ ３７ ４２ ４２１２≦ x ＜４ １１２ ３４ ４４ １９０４≦ x ＜６ ３０ １０ １７ ５７６≦ x ＜８ ９ ４ ２ １５８≦ x ２ ３ ４ ９計 ４９４ ８８ １１０ ６９２χ２乗値：５８．６４６５７p＝０．００ 表２．クロス集計：行比率（％）多文化共生担当課・係の有無その他 係 課 計外国人住民人口比率（％） x ＜２％ ８１．２４ ８．７９ ９．９８ １００２≦ x ＜４ ５８．９５ １７．８９ ２３．１６ １００４≦ x ＜６ ５２．６３ １７．５４ ２９．８２ １００６≦ x ＜８ ６０．００ ２６．６７ １３．３３ １００８≦ x ２２．２２ ３３．３３ ４４．４４ １００計 ７１．３９ １２．７２ １５．９０ １００
外国人住民の人口規模が地方自治体の多文化共生政策を担当する行政組織の形成に与える影響
－９９－
に展開するための職務的変革以外にも，首長の交代などの政治的変化によって新たな政策目標が設定され，それに基づいて組織変革がもたらされることがあるという（加藤，２０１６，pp．５０－５２．）。また，外国人労働者の受け入れ拡大を目的とした国政レベルの近年の政策変化も，地方自治体の組織変革に影響している可能性がある。例えば，福井県あわら市は外国人住民人口比率と人口数は高くない（外国人住民人口比率１．５９％，外国人住民４５０人）にもかかわらず，外国人労働者の受け入れを拡大する改正入管法２０１９年４月に施行されたことを受けて総務課に国際室を２０１９年度から新設している１２。その他，地方自治体の財政状況や社会・経済状況など，地方自治体間の多文化共生政策を担当する組織（課・係）の有無や一自治体内の組織変革（多文化共生政策を担当する組織が新たに形成される）に影響していると思われる要因は数多い。これらその他の要因がどのような影響を与えているのかを検証することが今後の課題である。〈注〉１ 将来の移民政策を巡る近年の議論や政策提言については明石（２０１７）を参照。２ 日本政府の外国人住民に対する社会統合政策が立ち遅れていることについては山脇（２０１６）を参照。３ 本稿では，地方自治体の外国人住民に対する施策（言語，医療，福祉，住宅，教育，そして防災などの外国人住民の生活に関する支援制度や相談窓口）や日本人住民を対象とした異文化理解教育や外国人住民との交流イベント等の施策の総称として多文化共生政策という言葉を使用する。一般にはなじみの薄い「多文化共生」という言葉が行政の現場において使用されるようになった経緯については小笠原（２０１５）を参照。４ 地理情報分析支援システムMANDARA１０を使用した。５ 地方自治体の行政組織においては，係に代わり室やグループを設置する場合もある。本稿では，多文化共生政策を担当する室やグループが自治体に存在した場合，係が存在するものとしてカウントしている。６ ただし，描画上の問題により，東京都の島嶼部に位置する地方自治体（大島町，利島村，新島村，神津島村，三宅村，御蔵島村，八丈町，青ヶ島村，小笠原村）は除外した。
７ 例規集のほか，各自治体のHPに記載されている行政組織の業務の概要も適宜参照している。８ このような基準は，本稿が対象とする各地の基礎自治体の組織を調査してゆくなかで直感的に設定した筆者の恣意的なものであり，客観的な基準によるものではないことは本稿の限界として記しておく必要がある。今後の課題として，より客観的な基準から，多文化共生政策を担当する行政組織の有無を特定してゆく必要がある。９ http : //www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei02_
02000193.html（２０１９年９月２２日確認）１０ 磐田市では，自治市民部地域づくり応援課地域支援グループにおいて９つ挙げられている所掌事務の１つとして多文化共生政策が展開されている。１１ 多文化共生政策を担当する行政組織（課・係）の有無と外国人住民人口数との関係については，地方自治体により外国人住民の実数にかなりのばらつきがあるためにクロス集計表分析は行わないことにした。１２ あわら市総務課国際室（http : //www.city.awara.lg.jp/
mokuteki/cityinfo/life 1201/p 009967.html）２０１９年９月２２日確認．本稿は，平成２９年度科学研究費助成事業（基盤研究C）（一般）課題番号１７K０３５６６ 「地方自治体における多文化共生政策の選択：政治要因に着目して」（代表：若山将実）の成果である。〈参考文献〉明石純一．「日本の人口減少と移民政策」渡戸一郎・塩原良和・長谷部美佳・明石純一・宣元錫編著『変容する国際移住のリアリティ：「編入モード」の社会学』ハーベスト社，２０１７年．pp．１８４－２０３．ISBN‐１３：９７８‐４８６３３９０９０４阿部亮吾．「愛知県の自治体における外国人住民施策と多文化共生事業」，『地理学報告』第１１９号，２０１７年．pp．９９－１１１．井澤和貴・上山肇．「東京２３区における多文化共生政策に関する現状と課題についての一考察：行政に対するアンケート調査を通して」，『地域イノベーション』第１０号，２０１８年．pp．１７－２６．石川秀樹．「縦割りをつなぎ，協働をつくりだす－清瀬市におけるコーディネーターの必要性と職制」，『シリーズ多言語・多文化協働実践研究』第１４号，２０１１年．
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